
『沖縄県青年学校法令集 全』と

その沖縄県関係の収録令規について

はじめに

青 嶋 敏

筆者は、これまでに、明治期から昭和戦前期までに編纂・発行された沖縄県

の令達集ないし令規集のうち「沖縄県令達類纂〔初版〕』(明治39年発行冲、

『沖縄県町村諸規程』(推定発行年明治41年~43年戸、『沖縄県令達類纂〔改訂

増補版〕』(明治44年発行冲、『沖縄県会計法規』(大正3年発行)ぺ『沖縄県町

村自治之栞 全』(大正4年発行冲、『糖業関係例規』(昭和5年発行)ぺ『沖縄

県警察法規類典 全』(昭和10年発行冲の7件を取り上げ、これらに収録され

た令達ないし令規に関する情報を一覧表に整理して紹介を行ってきた圓。

本稿は、上記のような戦前期沖縄県の令達集・令規集に関する研究の一環と

して、株式会社帝国地方行政学会が昭和14年(1939年)に発行した青年学校に

関する法令集である『沖縄県青年学校法令集 全』(以下「本書」ということ

がある。)と本書に収録された沖縄県の令達ないし令規(以下本稿においては

「令規」と総称する。)について紹介することを目的とする㈲。

二 本書の所蔵状況と本稿における底本について

筆者が本稿執筆の時点で所蔵を確認し得た『沖縄県青年学校法令集 全』の

原本は、国立国会図書館東京本館議会官庁資料室の所蔵本(原本請求番号:C

Z - 1613 - 131 - 01)(以下「国会図書館本」という。)が唯一のものである。

現在、この国会図書館木は、国立国会図書館東京本館電子資料室において「昭

和前期刊行図書デジタル版集成〔社会科学部門〕」叫の一部として公開されてい
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る。本稿においては、この国会図書館本を底本とした。

この国会図書館本は、製本の表紙、内表紙、「編纂例」、「追録加除一覧」、

「一般法規之部」、「県令規之部」、奥付および広告剛で構成されている。

国会図書館本の内表紙中央下部には「昭和十四・二・七 納本/帝図」(/

は引用者による。)という印影の丸印が押されており、また内表紙上部中央に

は「帝国図書館蔵」という印影の角印が押されている。このことから、本書の

国会図書館木は本書が発行された昭和14年に帝国図書館に納本されたものであ

ることがわかる。 ダ

ところで、国会図書館本の原本は前述のように議会官庁資料室が所蔵してい

るが、この原本によれば、国会図書館本の製本背表紙の下部には「帝国図書館」

という刻印が押されている。したがって、国会図書館本が製本されたのは、昭

和14年に帝国図書館に納本された後、帝国図書館が所蔵していた時代であった

ことになる。

このように国会図書館木は製本されているが、本書は元来いわゆる加除式の

法令集として編集されたものであり、法令・令規の制定改廃にともない追録加

除が予定されていた(後掲の「編纂例」第3項参照)。そのため、国会図書館

本でも「編纂例」の次に「追録加除一覧」が2頁分綴られている。しかし、国

会図書館本の「追録加除一覧」には、「追録号数」欄および「内容現在」欄の

1行目に「台本」および「昭和十三年十一月一日現在」と印刷されているのみ

であり、追録加除の記録は一切ない。また、国会図書館本の本文においても追

録加除は一切行われていない。

国会図書館本の奥付によれば、本書の発行者は東京市京橋区銀座西7丁目1

番地の株式会社帝国地方行政学会の取締役社長大谷仁兵衛、印刷者は同所の大

谷保、印刷所は東京府立川町3955番地の行政学会印刷所、印刷年月日は昭和14

年1月28日、発行年月日は昭和14年1月31日である。

なお、この国会図書館本の複製本を琉球大学附属図書館沖縄関係資料室が所

蔵している(請求番号:K373. 2-OT)。しかし、この複製本は、本文を含む

多数の頁において、頁中央部分を中心に文字が欠けているため(その原因につ
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いては不詳である。)、残念ながら閲覧には適さないと言わざるを得ない。

一

一

一 本書の編纂目的とその収録令規について

次に本書の編纂目的を検討する手がかりとして、本書の「編纂例」を以下に

引用することにしよう。

「 編 纂 例

一本書ハ青年学校二関スル法律、勅令、省令、各省訓令及告示等ヲ〔一般

法規之部〕トシ、沖縄県公布ノ県令、訓令、告示及通牒等ヲ〔県令規之

部〕トシ先者ノ次二輯録セリ

一本書ハ専ラ執務ノ便ヲ計り之ヲ分類シ各部二関連スルモノハ之ヲ主タル

部門二掲載セリ

ー本書編纂後二於ケル法令ノ改廃及新規定二就テハ追録ヲ発行シ之ヲ補正

ス

昭和十三年十一月

編 者 識 」

この「編纂例」(昭和13年11月)によれば、本書は､丁青年学校二関スル法律、

勅令、省令、各省訓令及告示等」を「一般法規之部」とし、「沖縄県公布ノ県

令、訓令、告示及通牒等」を「県令規之部」として収録したものである。すな

わち、「一般法規之部」は、「沖縄県青年学校法令集(一般法規之部)」という

見出しが表示された目次部分(1頁~10頁)と、同一の見出し表示のある本文

部分(1頁~281頁)で構成されている。この目次および本文は、それぞれ、

第一章「憲法」(収録法令数2件)、第二章寸御影勅語」(同16件)、第三章「青

年学校」(同16件)、第四章「教職員」(同26件)、第五章「生徒」(同8件)、第

六章「学校衛生」(同12件)、第七章「兵事」(同6件)、第八章「補則」(同10

件)で構成されている。寸一般法規之部」に収録されている法令を一覧表に整

理すると、後掲の【表1】のとおりである。
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【表2】『沖縄県青年学校法令集全』所収の沖縄県令規の年次別・類型別件数

他方、「県令規之部」は、「沖縄県青年学校法令集(県令規之部)」という見

出しが表示された目次部分(1頁~3頁)と、同一の見出し表示のある本文部

分(1頁~93頁)で構成されている。この目次と本文は、それぞれ、第一章

「青年学校」(収録令規数6件)、第二章「教職員」(同8件)、第三章「学校衛

生」(同3件)で構成されている。この「県令規之部」に収録されている合計

17件の沖縄県の令規の類型別内訳は、県令8件、訓令甲5件、告示および学務

部長通牒各2件であり、これらを、公布または発令年次別、類型別に表示する

と、【表2】のとおりである。また、これら17件の令規の公布または発令の時

期については、最も古いものは、明治36年6月6日公布の県令第22号「公立学

校職員ノ旅費其ノ他諸給与二関スル規則」(後掲【表3】のJ13)であり、最

も新しいものは、昭和13年7月9日公布の県令第20号「沖縄県立青年学校教員

養成所臨時養成科規則」(後掲【表3】のJ8)である。「県令規之部」に収録

されている17件の沖縄県令規を本文の掲載順に一覧表に整理すると、後掲の

【表3】のとおりである。

上記の「編纂例」は本書の編纂目的自体を明言していない。しかし、「編纂

例」第2項の冒頭で「本書ハ専ラ執務ノ便ヲ計り……」と述べている如く、本

書は青年学校の管理運営に携わる人々の執務上の便宜のために編纂されたもの

であると推定される。

四 青年学校と各庁府県『青年学校法令集 全』について

以上のように、本書は青年学校に関する国(中央政府)の法令と沖縄県の令
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規とを収録したものである。それでは、青年学校とはどのようなものであった

のだろうか。次にこの点について若干言及しておこう。

端的に言えば、青年学校とは、昭和10年に制度化された中等程度の勤労少年

教育機関であり、初等教育の補習と簡易な職業教育を目的とする実業補習学校

(明治23年10月7日公布勅令第215号「小学校令」第2条第3項において「実業

補習学校モ亦小学校ノ類トスJuと規定され、さらに同勅令第9条において「実

業補習学校ノ教科目及修業年限ハ文部大臣之ヲ定ム」叫と規定されたことを受け

て制定された明治26年11月22日公布文部省令第16号「実業補習学校規程」によ

って設置された。その後、明治32年2月7日公布勅令第29号「実業学校令」に

よって実業学校の一種として位置づけられた。)と尋常小学校卒業後徴兵検査

前の青年を対象として設けられた社会教育機関である青年訓練所(大正15年4

月20日公布の勅令第70号「青年訓練所令」および同年同月同日公布の文部省令

第16号「青年訓練所規程」によって設置された。)とが昭和10年4月1日公布

の勅令第41号「青年学校令」および同年同月同日公布の文部省令第4号「青年

学校規程」によって統合・再編されたものである。

このような青年学校の設置目的については、昭和10年4月1日発令の文部省

訓令第2号「青年学校令及青年学校規程制定ノ要旨竣二施行上ノ注意事項」が、

その冒頭部分で次のように述べている。

「今般勅令第四一号ヲ以テ青年学校令制定セラレ文部省令第四号ヲ以テ青年

学校規程ヲ制定セラレタリ蓋シ青年学校制度ノ新設八時代ノ趨勢二鑑ミ従

来ノ実業補習学校及青年訓練所ヲ統合シテ之ヲ単一ノ青年教育機関ト為シ

其ノ施設経営ノ努カヲ一二集中シ以テ我国青年教育ノ進展ヲ期セントスル

趣旨二出ヅルモノナリヤ。

さらに、この文部省訓令第2号は、「青年学校ノ本旨二関スル事項」と題す

る項目で、青年学校における教育の趣旨について次のように述べている。

「青年学校ハ小学校卒業後直二社会ノ実務二従事スル男女大衆青年二対シテ

普ク教育ノ機会ヲ与フルト共二青年教育上最モ重要ナル時期二於テ其ノ教

養二間隙ナカラシメンコトヲ期スルモノ二シテ其ノ教育ノ本旨ハ従前ノ実
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業補習教育及青年訓練ノ特質ヲ融合シテ心身ノ鍛練及徳性ノ教養ト職業其

ノ他実際生活二須要ナル知識技能ノ習得トヲ主眼トシテ教授及訓練ヲ為シ

以テ健全ナル国民善良ナル公民タルノ素地ヲ育成スルニアリ而シテ此等男

女青年ハ概ネ業務ノ隙暇二於テ修了スルモノナルニ付学校ノ組織内容八通

常ノ学校二比シテ著シク簡易自由ヲ旨トシ以テ地方ノ情況、青年ノ境遇等

二適応セシムルモノトス」゛。

ところが、青年学校令の施行から2年後の昭和12年に陸軍省が青年学校男子

義務教育化の方針を打ち出し岬、この方針は翌昭和13年1月11日に閣議決定さ

れた。こうして、昭和14年4月26日公布勅令第245号「青年学校令改正ノ件」

により昭和10年勅令第41号「青年学校令」が全面改正され、青年学校男子義務

制が導入された。すなわち、昭和14年勅令第245号第12条は、「年齢満十二歳ヲ

超工満十九歳(……)ニ至ル迄ノ男子ハ左ノ各号ノ一二該当スル者ヲ除クノ外

其ノ保護者二於テ之ヲ青年学校二就学セシメ義務課程ヲ履修セシムルコトヲ要

ス尹と規定し、高等学校尋常科在学者、師範学校予科在学者、中学校在学者等

同勅令第12条各号列挙の者を除き、「一定範囲の男子青年を義務就学者となし、

この義務就学者の保護者に対して、義務就学者を青年学校に就学せしめ、……

青年学校に於ける義務課程を履修せしむべき義務を課し」叫たのである。あわせ

て、昭和14年4月26日公布文部省令第24号「青年学校令施行規則」によって、

昭和10年文部省令第4号「青年学校規程」が全面改正された。

このような青年学校令の全面改正の目的について、昭和14年6月26日発令の

文部省訓令第19号「青年学校令改正及同施行規則制定ノ要旨並二施行上ノ注意

事項」は、その冒頭部分で次のように述ぺている。

「今般勅令第二百五十四号ヲ以テ青年学校令ヲ改正公布セラレ又文部省令第

二十四号ヲ以テ青年学校令施行規則ヲ公布シタリ其ノ趣旨トスル所八一定

ノ範囲ノ男子青年二対シ青年学校就学ヲ義務卜為スモノニシテ之二関連シ

テ青年学校令ノ全般二亘り改正ヲ施サレ且之が施行上必要ナル各般ノ事項

ヲ総括規定スル為新二青年学校令施行規則ヲ制定シ従前ノ青年学校規程ヲ

廃止シタルモノナリ
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抑々青年学校教育ヲ義務トシ実務二従事スル男女青年二対シテ普ク教育ノ

機会ヲ与へ以テ国家有為ノ人材ヲ育成スルハ我が国運ノ進展ヲ期スル所以

ニシテ多年懸案トセラレタル所ナリ而シテ今ヤ東亜並二世界二於ケル我が

国ノ地位ト使命トハ愈々重キヲ加へ我が国青年ノ思想精神ヲ確立シ智能体

カヲ向上シ以テ国民精神ノ振作産業ノ進展地方ノ更生二寄与スルト共二国

防カノ根基二培フハ洵二喫緊ノ要務ナリ是レ茲二取敢ヘズ男子青年二対シ

青年学校教育義務制ヲ実施セラレタル所以ナリヤ。

この文部省訓令第19号は、さらに、「青年学校ノ本旨二関スル事項」と題す

る項目で次のように述べている。

「青年学校ノ本旨並二学校制度ノ大綱ハ概ネ従前ノ通トセラレタリ即チ青年

学校ハ実務二従事スル男女青年ヲ対象トシテ国体ノ本義二基キ国家有為ノ

青年ヲ錬成スルヲ目的トシ地方ノ情況二応ジ青年ノ職業及実際生活二即シ

テ適切ナル教育ヲ施スモノナルヲ以テ義務制実施ノ後二於テモ其ノ特質ハ

愈々之ヲ発揮スルニカムベシ」“。

この文部省訓令第19号は、「青年学校ノ本旨並二学校制度ノ大綱ハ概ネ従前

ノ通」と述べてはいるものの、「今ヤ……国防カノ根基二培フハ洵二喫緊ノ要

務」であるとし、「国体ノ本義二基キ国家有為ノ青年ヲ錬成スル」ことを目的

どすると明言しており、「健全ナル国民善良ナル公民タルノ素地ヲ育成スル」

ことを目的とするとした昭和10年文部省訓令第2号と比べて、「国防力の強化

への寄与」國という意図を明確にしている。

その後、昭和16年3月1日公布勅令第148号「国民学校令」をもって小学校

令が改正され、国民学校制度が創設されたことに伴い、同年同月同日公布の勅

令第155号「青年学校今中改正」により青年学校令の一部改正が行われた。

もっとも、本書は昭和14年の青年学校令の全面改正前に編集・発行されたも

のであり、しかも前述のとおり本書の国会図書館本には法令・令規の制定改廃

に伴う追録加除が一切なされていないので、本書の国会図書館本には青年学校

男子義務制の導入に伴う青年学校令の全面改正や国民学校制度の創設に伴う青

年学校令の一部改正の内容は、全く反映されていないことに留意する必要があ
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る。

ところで、本書を編纂・発行した株式会社帝国地方行政学会は、本書を発行

した時期とほぼ同じ時期に、北海道庁および各府県の名称を付した『青年学校

法令集 全』を相次いで刊行している。したがって、『沖縄県青年学校法令集

全』の編纂・発行は、各庁府県単位で『青年学校法令集 全』を編纂・発行

するという株式会社帝国地方行政学会の出版企画の一環として行われたもので

あると考えられる。

ちなみに国立国会図書館は、本書を含め43庁府県の『青年学校法令集 全』

を所蔵している(長野、石川、三重、香川の4県については未所蔵である。)。

その所蔵状況を表示すると、【表5】のとおりである。この43庁府県の「青年

学校法令集 全」を比較対照すると、①内容現在が昭和13年8月1日、「編纂

例」が昭和13年8月付で、昭和13年8月に発行されたもの(茨城、埼玉、新潟、

静岡、岡山、福岡の6県)と、内容現在が昭和13年11月1日、「編纂例」が昭

和13年11月付で、昭和13年12月から昭和14年2月までの間に発行されたもの

(残りの37庁府県)の2種があり、②前者の「一般法規之部」はすべて同内容

で頁付けも同じであり、③他方後者の「一般法規之部」もすべて同内容で頁付

けも同じであり、④前者の「一般法規之部」と後者の「一般法規之部」との内

容は若千異なるが、それは、後者においては、昭和12年5月29日文部省訓令第

23号「青年学校教授及訓練要目」が昭和13年8月6日文部省訓令第23号「青年

学校ノ普通学科及教練科目」による一部改正に基づき修正されているためであ

る、という特徴を指摘することができる。

五 他の令規集等との重複収録状況と本書の資料的価値について

つぎに、本書の国会図書館本の資料的価値について若千の検討を加えること

にしよう。

ところで、前述のように、本来加除式法令集である本書は、昭和13年11月1

日現在の法令・令規に基づき台本が編集されているが、国会図書館本ではその
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【表5】国立国会図書館における『青年学校法令集全』の所蔵状況
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後の追録加除が一切行われていない。そして、青年学校制度自体が、前述した

ように昭和10年の青年学校令(勅令第41号)および青年学校規程(:丈部省令第

4号)によって設けられたものである。そこで、本書の国会図書館本に収録さ

れている沖縄県令規のうち、他の現存する戦前期沖縄県の令達集ないし令規集

である明治39年発行「沖縄県令達類纂〔初版〕』(以下「明治39年版『令達類纂』」

という。)、明治44年発行『沖縄県令達類纂〔改訂増補版〕』(以下「明治44年版

『令達類纂』」という。)、昭和4年再版台本発行の加除式法令集「加除自在現行

沖縄県令規全集」の国立国会図書館所蔵本(内容現在昭和15年1月1日)(以

下「『令規全集』(国会本)」という。)等にも収録されているものがどれくらい

あるかについて確認すると、つぎのとおりである(後掲【表3】の「他の令規

集等との重複収録状況」欄参照)。

①「令規全集」(国会本)との重複収録状況

⑦本書の国会図書館本に収録されている沖縄県令規と『令規全集』(国会本)

に収録されている令規とが同文のもの:14件(J2、J3、J 4、 J5、J8、

J9、J10、J 11、J12、J13、J14、J15、J16、･J17)。

④『令規全集』(国会本)に収録されている令規が本書の国会図書館本に収

録されている沖縄県令規を全面改正した令規であるもの:1件(J1)。

(ｳ)『令規全集』(国会本)に収録されている令規が本書の国会図書館本に収

録されている沖縄県令規を一部改正した令規であるもの:2件(J6、J7)。

なお、本書の国会図書館本のJ6は抄録であり、青年学校、青年学校教員養成

所等に関する条項や様式しか収録されていないが、『令規全集』(国会本)では

全文収録されている。

②明治44年版『令達類纂』との重複収録状況

J10とJ13は、明治44年版『令達類纂』にも収録されている。

③明治39年版「令達類纂」との重複収録状況

J10とJ13は、明治39年版「令達類纂」にも収録されている。

④その他の文献・資料との重複収録(掲載)状況

J10は明治36年5月13日付「沖縄県公報」第37号66~69頁に掲載されている4。
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以上によれば、本書の国会図書館本に収録されている沖縄県令規のほとんど

は他の令規集等でも参照しうることがわかる。したがって、本書の資料として

の価値は、本書以外では参照できないと推定される①の④のカテゴリーに属す

るJ1を収録している点、および改正前の規定内容を知る上で有用な①の価)の

カテゴリーに属するJ6とJ7を収録している点にあるということができよ

う。

ところで、本書には本書発行の時点で効力を有していたすべての青年学校に

関する沖縄県令規が収録されているわけではない。すなわち、青年学校に関す

る沖縄県令規のうち、本書発行前に公布または発令されたが本書に収録されて

いないもがある(例えば、先に注㈲で言及した、昭和10年5月15日発令沖縄県

訓令甲第8号｢青年学校令及青年学校規程制定ノ要旨並施行上ノ注意事項｣)。

他方、青年学校に関する沖縄県令規のなかには、本書発行後に制定改廃された

ものも存在する(例えば、昭和16年5月2日公布沖縄県令第13号｢沖縄県立青

年学校教員養成所規則改正｣匍)。したがって、青年学校に関する沖縄県令規の

検討を行う際には、本書に収録されていない令規をも考察の対象とする必要が

ある。

ﾕ.

ノゝ 後掲の【表3】および【表4】C こついて

最後に、本稿の末尾に資料として掲載した【表3】および【表4】について

簡単に解説をしておこう。

まず、【表3】は、本書の国会図書館本の「県令規之部」に収録されている

17件の沖縄県の令規を同書の本文における掲載順に一覧表示したものである。

【表3】のうち、「符号」(J)と「整理番号」(1~17)は、筆者が作表の便宜

と後日の引用の都合上付したものである。つぎに、「章」、「章名」、「令規の名

称・件名」、「令規番号」および「収録頁」の欄については、国会図書館本の

「県令規之部」の目次の記載内容をベースにして、同書の本文の記載内容と照

合したうえで作成した。その際、「収録頁」は、当該の令規が複数頁にわたっ
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て収録されている場合でも、最初の頁数のみを示した。さらに、「公布(発令)

年月日」の欄については、国会図書館本の「県令規之部」の目次には公布(発

令)年しか表示されていないので、同書の本文の記載内容に従って月日を補充

して作成した。また、「令規類型」の欄についても、国会図書館本の「県令規

之部」の目次では一部の令規に関しては令規の類型が簡略表記されているため、

同書の本文の記載内容に従って正式の表記に補正して作成した。最後に、国会

図書館本に収録されている17件の令規のうち、『令規全集』(国会本)、明治39

年版『令達類纂』および明治44年版『令達類纂』にも収録されている令規につ

いては、それらの収録頁を(後二者の令達集については、筆者が当該令規に付

した符号〔AまたはB〕および整理番号とともに)「他の令規集等との重複収

録状況」の欄に表示した。

【表4】には、【表3】に掲載した令規の一部について補足的な説明を付した。

また、【表3】に掲載した令規のうち、当該令規の改正の沿革が国会図書館本

の本文に表示されているものについて、その内容を記載した。さらに、当該令

規中に既存の令規の廃止について規定しているものについて、その廃止された

令規に関する情報(公布・発令年月日、令規類型、令規番号)を記載し、参考

に供することにした。

七 おわりに

以上、本稿では、株式会社帝国地方行政学会が編纂・発行した法令集である

『沖縄県青年学校法令集 全』の国立国会図書館本の概要とそこに収録されて

いる沖縄県令規について紹介してきた。しかし、本書に収録されている個々の

令規の内容の具体的な考察については、ここでも他日を期することにしたい。

沖縄県における青年学校をめぐっては、若干の先行研究4が存在するが、青

年学校の設置や運営が具体的にどのように行われたのか、そこではどのような

教育や訓練が行われたのかなど､今後さらに検討すべき課題があると思われる。

これらの課題の検討は、一法学徒にすぎない筆者の守備範囲を超えるものであ
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り、沖縄近代史、沖縄教育史その他の関連分野の研究者による研究に期待する

ことにしたい。
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【表1】『沖縄県青年学校法令集 全』の「一般法規之部」所収法令一覧
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回

【表3】『沖縄県青年学校法令集全』所収沖縄県令規一覧
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